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Ⅰ　序

ブーゼ（Geahard Heinrich Buse）は、1805年にエ
アフルト（Erfurt）において、彼の著作 “Das Ganze 
der Handlung” の第５部、第２巻の後半で「商業帳
簿一般 “Allgemeiner Kaufmannischer Buchhalter”」を
刊行した。エアフルトはゲーテ街道のライプツィッ
ヒとフランクフルト間の中間より多少ライプツィッ
ヒよりに位置する都市である。マイン川の畔に位置
するフランクフルトのメッセにも、ヨーロッパの内
陸に位置し、各方面を引き寄せたライプツィッヒの
メッセにも接触があった。フランクフルト・アム・
マインはライプツィッヒに並び活況を呈し、またそ
の規模を保っていたのであるが、依然、ライン地方
と南ドイツ、スイス、フランスを結ぶメッセであっ
たとしても、ライプツィッヒのメッセの発展により
メッセの意義を低められたと言われている。それに
対して、ライプツィッヒはドイツの内陸にあってハ
ンブルク、ドナウ川沿いのオーストリア帝国、東欧、
地中海等と結びついていたとされる。また、ライプ
ツィッヒは、プロイセンの首都であるベルリンと繋
がり、さらに、そのベルリンはエルベ川によりハン
ブルクへと繋がっていた。当時ハンブルクはエルベ
川の河口に位置し、イギリス、フランス、オランダ、
米国等に対するドイツの玄関港となっている。その
帰結として、ドイツの大動脈となったエルベ川は経
済および経営それに伴い商人の活動を記録する簿記
を育んだといえる。

ブ ー ゼ の 著 作（1805） は ゲ ア ハ ル ト
（M.N.B.Geahardt. ベルリン. 1796）を基礎としてお
り、ゲアハルトを解説したものとなっている。さ
らに加えて、ワーグナーによりなされたイギリス
のジョーンズ（Jones）著作の訳（1802, マグデブ
ルク）の解説およびマイスナー（Meisner, 1803, 
ハンブルグ、および増補版、1833出版、ブレスラ
ウ、オーデル川に臨むシュレージェンの中心都市、

1945年までドイツ領）の解説にも多くのページが
さかれている。ブーゼの著作は、したがって、エル
ベ川流域の諸都市で著わされた著作を摂取している
と言える。それ故、エアフルトはドイツの内陸部に
位置し、簿記が商人等により伝えられたことが伺え
る。これらの著作は、ブーゼでは触れられていない
が、遠くイタリアで刊行されたルカ・パチョーリの

「ズムマ」等を摂取してきた歴史をもつものである。
尚、ブーゼの著書の引用については本文のなかで

示している。

Ⅱ　簿記の基礎

１　複式記入の原理
簿記の基本は「複式記入の原理」よりなる。この

原理は、２つの原則より構成されている。ひとつは
「貸借平均の原則」であり、もうひとつは「仕訳の
原則」である。

前者は、数学（算術“Mathematik”）にみられる。
それは企業の事業取引が、二面性を持ち、即ち、一
方で商品を、他方で支払手段を持つことよりなるか
らである。しかも、この両者は「等価」である。こ
の数学の思考が、次の式で現される。

左辺（借方）　＝　右辺（貸方）
したがって、簿記は数学的な完全性を前提として

いる。それ故、簿記論の多くは数学者によって著さ
れ、パチョーリ、ステヒン始め多くの数学辞典のな
かにみられるのである。簿記そのものは、単式簿記

（簡略化された複式簿記）および複式簿記等があり、
その表現は異なるにしても、基礎そのものは変わる
ことはない。それ故、これを基底に簿記技法は展開
されている。

後者は、経営・経済的視点から仕訳の原則を構築
している。実体の取引を考察するに、この取引に
は、同時に、入って来るもの（収入）と出て行くも
の（支出）がある。それを基礎として仕訳の原則が
形成されている。ひとつの勘定、例えば、資産の例

ブーゼの簿記の基礎となる財産目録
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で、現金についてみると下記の「図表－１」の通り
となる。

この現金勘定（資産勘定）においても「入」と

「出」があり、「借方」と「貸方」で示される勘定形
式よりなる。資金および資本の調達が現金で行われ
ているとすれば、現金の収入があり、借方となる。
それに対し、返済または償還が行われているとすれ
ば、現金の支出があり、貸方となる。したがって、
現金勘定では、相対応する２つの側をもつそれと
なっている。すべての勘定はこの形式を採用してい
る。簿記における取引の全体像を示すと下記の「図
表－2」の通りとなる。

「図表－２」からして、借方（左辺）と貸方（右
辺）は一致している。仕訳帳の合計とこの仕訳を振
替えるところの元帳の諸勘定の合計は一致する。但
し、前期から繰越されてくる額も仕訳の対象にな
る。これは「開始仕訳」と称する。特に、ドイツで
は、この開始仕訳をし、勘定へ転記し、その後、日
記帳よりもたらされる取引を仕訳し、勘定へ転記
し、期末に仕訳帳を締切ると同時に、元帳を締切れ
ば、下記の等式が成り立つ。

仕訳帳の借方合計＝仕訳帳の貸方合計
元帳の諸勘定の借方合計

＝元帳の諸勘定の貸方合計
そして、仕訳帳の合計と元帳の諸勘定の合計は一

致する。即ち、
仕訳帳の合計 ＝ 元帳の諸勘定の合計

２　代理人簿記
仕訳の原則では、誰が記帳するかにより内容が規

定される。ドイツでは、「簿記方（Buchhalter）」が
専門家として「主人（Principal）に代わって記帳す
る」。このように主人に代わって記帳するのは「代
理人簿記（Buchhaltung von dem Vertreter）」と称

される。
この代理人簿記では、取引が、簿記方を中心に理

解される。それ故、「借方」は、簿記方からみると、
主人から借りたものとみられ、債務者（debitor）
と称される。それに対して、「貸方」は、主人が貸
したものとみなされ、「債権者（Creditor）」と称さ
れる。

このことは主人が簿記の主体となるまで継続す
る。現代に至っても、数学の等式の左側が借方であ
り、それと反対に、右側が貸方であるのは代理人簿
記以降も継続している。主人が簿記の主体であると、
逆とならなければならないが、代理人簿記の構造を
そのまま引継いだため、借方に「債権」が示され、
貸方に「債務」が示されることとなり、それ故、理
解が容易になされないことになってしまった。

３　英国法と大陸法の商業帳簿の違い
イタリアよりオランダへと伝播した簿記は、さ

ら に、 英 国 と ド イ ツ へ 伝 播 し た が、 商 業 帳 簿
（Handelsbuch）の作成について両者には違いが生
じた。特に、ドイツでは、商業帳簿とは簿記システ
ムの全体を現す名称で、商法で使用されている用語

現  金 貸方借方

入 出

図表－１

勘定の仕訳の原則図表－２
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でもある。イギリスでも簿記システムの全体系と称
するとすれば、この体系はいずれの国でも同じであ
る。このシステムは時代の経過や国の特性により異
なったそれとなっている。

英国では、このシステムの特性について「会計期

間を超えた商業帳簿の継続」といえる。したがっ
て、商業帳簿を永続して使用していることを前提と
している。この過程で決算するとすれば、元帳の勘
定は下記のように扱われる。

「図表－３」では、当該期間の残高に対して「次
期繰越」として勘定を締切り、同時にそれと同額を
対応する側に「前期繰越」と記載し、取引を開始す
る。その際、開始仕訳は、すでに勘定記録が行われ
ているので行われない。この方法は「英国法」と称
する。

ドイツでは、このシステムの特徴について「会計
期間ごとの商業帳簿の完結」といえる。ここでは、
開始財産目録にもとづき開始仕訳により勘定へ振替
え、そのつぎに取引を記録し、最終的に決算に際し
て、財産目録にもとづき実際在高と帳簿記録を調整

し、損益勘定と残高勘定を作成する。ドイツでは、
実際在高が貸借平均表へと通じるので、残高勘定が
作成されず、仕訳をせず直接貸借平均が作成され
る。加えて、英国法の影響もあり作成されないこと
もある。残高勘定が作成されるならば、「会計期間
ごとの商業帳簿の完結」が貫徹される。

資本金勘定も含めて、次期へ繰越される資産およ
び負債の諸勘定を締切り、仕訳帳を通じて残高勘定
を完成させる。このように、残高勘定を伴う勘定の
作成の事例を示すと「図表－４」のようになる。

資産勘定の締切と繰越図表－３

資産勘定の締切と残高勘定図表－４
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「図表－４」のように、借方合計より貸方合計を
控除したところの残高が仕訳を通じて残高勘定へ振
替えられる。その帰結として、複式簿記の完成は

「残高勘定」の作成をもって完了する。

４　仕訳しなければ元帳への転記なし
仕訳には２つの機能がある。そのひとつは、日記

帳と元帳を繋ぐ役割を果たす。もうひとつは、仕訳
帳に基づき日記帳から元帳および勘定から勘定への
振替の役割を果たす。

イギリスでは、前者は小規模事業で仕訳帳を用い
ず、日記帳から直接元帳へともたらす事例がみられ
た。これは単式簿記（簡略された複式簿記）と称さ
れた。しかし、仕訳の役割を消すものではなく、そ
れによって元帳へ転記している。後者では、特に、
決算に際して、取引により勘定へもたらされるのと
は異なり、作成された勘定を用いて損益勘定を作成
する。損益に属する項目が、損益勘定へ振替える際
に、仕訳を通じて振替えられる。さらに、次期に繰
越される勘定については、「図表－３」のように、
勘定が「次期繰越」と記入されて締め切られ、同時
に対応する側に「前期繰越」と記入し、その際、仕
訳が行われることはない。

ドイツでは、基本的に、「仕訳なければ、元帳記

入せず」が前提となっている。したがって、イギリ
スでは、次期へ繰越される勘定について、上述のよ
うに、締切ってしまうが、それとは異なり、仕訳を
行って締切ることとなる。それ故、その行き先とし
て残高勘定があるのである。だがしかし、ドイツで
は、イギリスの影響を受けるため、「会計期間を超
えた商業帳簿の継続」を摂取しているのである。そ
こで、この方式に従うと、ドイツのような仕訳をし
て残高勘定へ振替えるのとは矛盾する。イギリスの

「次期繰越」および「前期繰越」を考慮するとすれ
ば、残高勘定への振替はなされず、下記のように仕
訳されるからである。
（借）前期繰越 × × ×　（貸）次期繰越 × × ×

それ故、残高勘定の作成には至らないのである。し
たがって、ドイツでは、「図表－４」のように、「会
計期間ごとの商業帳簿の完結」に至るところの残高
勘定への振替を待たなければならない。

５　仕訳帳から勘定への転記
仕訳帳から元帳の勘定へと転記される時、たとえ

ば、仕訳の借方は当該勘定の借方へと振替られる
が、その借方では仕訳において相対応する貸方を記
入する。それは下記の「図表－５」の通りである。

「図表－５」において、Ａ勘定の借方に仕訳にお
ける貸方のＢ勘定を記入するのは、Ａ勘定を記録す
る原因が貸方のＢ勘定であるからである。その帰結
として、勘定では仕訳の相手勘定を記入する。

Ⅲ　商業帳簿の体系

商業帳簿は、ブーゼでは、単式簿記（簡略化さ
れた複式簿記）と複式簿記の２つの簿記について
論じられている。いずれの簿記も「複式記入の原

理」が基礎となっている。前者は、この原理を基礎
とするが、それを表現する場としての仕訳帳を省略
し、日記帳より直接元帳の諸勘定へ転記する処理を
する。単式簿記は日記帳および元帳で、この元帳で
は、現金勘定、債務者勘定および債権者の勘定のみ
が設けられる簿記で、小規模事業で運用されるそれ
である。時の経過にともなって、商品取引が頻繁に
なり、多様化するにつれて、かつ都市化が進展する
につれて、商店経営が確立してくると、商品勘定が

勘定の転記図表－５
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設けられるとともに、継続事業では商品在高が次期
へと引き継がれることになる。「混合簿記」が形成
されてきたのである。したがって、ブーゼが論ずる
簿記は、元帳のなかに商品勘定および商品取引にと

もなうもろもろの費用の勘定が含まれており、まさ
に、混合簿記による取り扱いがなされている。ここ
では仕訳帳が省略されており簿記システムは、「図
表－６」の通りとなる。

後者は、「複式記入の原理」の表現場所としての
「仕訳帳」を設ける簿記を展開する。それ故、複式
簿記は、簿記の全体系を備える完全なものとなる。
したがって、日記帳 ― 仕訳帳 ― 元帳 と仕訳を通
じて連絡している。仕訳は、帳簿および勘定を相互
に繋ぐところの「連結器」であるといえる。した

がって、仕訳なくしては、帳簿から帳簿、勘定から
勘定へと連絡しない。この体系を実務に転換すると
ころの商業帳簿は、「会計期間ごとの商業帳簿の完
結」といえよう。ブーゼの複式簿記による簿記シス
テムは「図表－７」の通りである。

ブーゼの単式簿記の体系図表－６

ブーゼの複式簿記の体系図表－７
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ブーゼの簿記は、英国からの影響があるが故に、
決算では、完全な複式簿記とはならない。損益勘定
では、個々の損益の諸勘定を仕訳を通じて「一般損
益勘定」へとまとめている。しかしながら、次期へ
繰越すべき動産、不動産、債務者、債権者および資
本金を仕訳を通じて集計すべき「残高勘定」とする
のではなく、上記の個々の項目をまとめた「財産目
録」を集計した「貸借平均表」を作成している。こ
うなったのは、勘定の締切に際して、その残高に対
して「次期繰越」として締切り、同時に「前期繰
越」を記入し、取引記録を開始することにある。そ
れ故、ドイツでは、「仕訳をせずして勘定記入しな
い」を前提とすれば、仕訳は下記の通りとなる。
（借）前期繰越 × × ×　（貸）次期繰越 × × ×

Ⅳ　商業帳簿

１　開始財産目録
簿記の始まりは財産目録の作成より開始される。

簿記には単式簿記（簡略化された複式簿記）と複式
簿記の２つがある。いずれの簿記も「複式記入の原
理」を基礎としており、前者（「図表－５」）が仕訳
帳を省略しているが故に、後者（「図表－６」）と区
分されているにすぎない。それに対して、財産目録
は両者に共通する。それは「完全で、適切に体系化
された、正しい商人の財産目録である。」（S. 267） 
その構成は、代理人簿記にもとづき、下記の項より
なる；

ａ）現金、財および債務者よりなる積極財産のす
べての部分

ｂ）消極財産または債権者のすべての部分
ｃ）積極財産より消極財産の控除後に正味資本
（reine Capital）として残存している財産

これは、要約すると、貸借平均表（Bilanz）となる。
これは、ゲアハルトを摂取したものであるが１）、さ
らに、詳細にしている。上記の財産目録の（ａ）～

（ｃ）の具体的な内容は下記の通りである。
２　積極財産の部

ａ）現金は、域外の国々と取引するのであれば
様々な通貨を１つの自国の通貨へ換算して処理
する。

ｂ）債務者は、不動産、動産、商品、積極の債務
者よりなる。積極の債務者については、良好
な、疑いのある、およびよろしくない項目に区
分する。そして、この後者の２項目について
は、取り上げる必要性は認知しているが、元帳
では特別の勘定で示すとする。加えて、財産目
録では、元帳の勘定を合計して報告する。この
取扱いは、既に、サヴァリーの「商業条令」の
解説において論じられており、プロイセン一般
国法に引継がれている２）。

３　消極財産の部 
ここでは、消極財産において考えられる部分、特

に、債権者が表示され、計算される。
４　財産目録の正確な計算

ａ）物についての時、状況および特性を反映する。
ここでは、上記を考慮、評価または査定する。

ｂ）この価値の表示および単一の非常に可能性の
ある不変の鋳貨により資本金または財産目録の
すべての部分の計算がなされる。

５　したがって、下記の事項が考慮される；
ａ）現金では、自己の交換価値で換算される；

たとえば、ドゥカーテン、ピストレン等適切な
価値で計算し、その時発生する換算差額により
調整される。

ｂ）動産または財については、通常、購入価格で
判断される。しかし、価値が変動したならば、
正確な価値判断が必要となる。

ｃ）積極および消極の債務については、同じ鋳貨
の種類で表示する。そこでは、（ａ）と同様の
作業がなされる。加えて、国外の積極および消
極の債務者および債権者は当該価格で記入し、
次に、為替等により自国の交換価値へ換算して
計算する。

６　単一の鋳貨の種類で、全財産および資本金を計
算することを要する。したがって、換算差額を通
じて調整される。

７　国外との取引では、二重の交換価値で計算す
る。したがって、２つの欄を必要とする。国外の
貨幣と自国の貨幣の欄がそれである。

８　資本金勘定で最終的に換算差額の調整が行われ

１）百瀬房德（2017）s. 40
２）百瀬房德（1998）s.246～251, およびゲアハルト（2016）s.43.
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る。それは２項目によりなされる；
ａ）資本金が増加される；

ⅰ）積極の財産に属し、資本金を計算する鋳貨
の種類よりも多くなるところの鋳貨の種類
の換算差額

ⅱ）消極の財産に属し、資本金の交換価値より
悪くなるところの鋳貨の種類の換算差額

ｂ）資本金が減額される；
ⅰ）鋳貨が、資本金の計算鋳貨よりも多い時、

これが消極財産に属する鋳貨の換算差額
ⅱ）鋳貨が、資本金が計算される鋳貨の種類よ

りも悪くなる時、消極財産の鋳貨の種類に
よる換算差額

９　財産目録の鋳貨の種類を換算により調整する。
それには、下記の事例が該当する；
ａ）全財産の種類よりも良かったりまたは悪かっ

たりする。このすべての鋳貨の種類について換
算差額を計算する。

b ） この換算差額の増加または減少について、前
者は収入または増殖額として、そして、後者は
支出または減少額としてみなす。次に、

c ） 増加額は債務者とし、資本金の債権者へとも
たらし、減少額はその逆とする。さらに、全体
の換算差額を１項目として、単純に、振替える
ことができる。

10　ひとつの通貨としてまとめられるのであるが、
ドイツでは、一般に、プロイセンの通貨が用いら
れている。そのほかには、ハンブルクの銀行通貨
あるいはリューベックの通貨も用いられている。

11　財産目録が、完全に作成され、計算されると
すれば、そのものは元帳および補助簿へともたら
される。即ち、財産目録は勘定および補助簿への
準備であるということである。その上に下記の項
目が考慮される；
ａ）現金を現金帳へ次のように記録する。たとえ

ば、現金帳の借方では下記の内容である。即
ち、現金収入の内容、当該現金の種類、換算さ
れた統一通貨。

ｂ）商品は、商品ごとの勘定で、下記の内容とな
る；
重量、尺度、数量そして価値（通貨で）

ｃ）手許の手形在高は、それぞれの手形帳に区分
される；

リューベック・ホルシュタイン手形、フランス
手形等々

ｄ）銀行帳では銀行ごとに区分される。
ｅ）積極および消極の負債については勘定の基礎

となる下記の内容となる；
１）少額または疑わしい項目についてはそれぞ

れの項目が日付（満期日）および貨幣の種
類に応じて特別の帳簿が設けられる。

２）少額の債務帳、疑わしい債務帳は収入をも
たらした時には、貸方記入される。

ｆ）債務者および債権者は、債務の在高の満期日
について月次帳または満期日帳へもたらされる

12  財産目録は、直接（単式簿記）にか、または仕
訳帳を通じて（複式簿記）か、勘定に転記される。

13  仕訳帳では、下記のように仕訳がなされる；
資本金勘定を相手勘定として仕訳が行われてお
り、資本金勘定では貸方が大きく、その差額が資
本金となる；
ａ）積極財産についての仕訳；

下記の12債務者、借方　　　　　Rthlr. ―
（貸）資本金勘定

現金勘定　　　Rthlr.  ―
商品勘定　　　Rthlr.  ―
　   ・ 　　　　　  ・
　   ・ 　　　　　  ・

（債務者の項目は具体的金額が例示されている）
ｂ）消極財産についての仕訳；

資本金勘定、借方　　　　　　　Rthlr.  ―
（貸）下記の６債務者
（貸）Ｎ. Ｎ. In .　　　　　　Rthlr.  ―

　・　　　　　　　　　・
　・　　　　　　　　　・

（債権者の項目は具体的金額がしめされている）
14　仕訳帳でもたらされる項目は下記の性格にも

とずいて勘定をもつ；
ａ）元帳では多くの個別の勘定を設ける。
ｂ）設けられた勘定は登録簿へ記入される。そし

て、当該勘定が設けられるページ数が示される。
ｃ）仕訳帳においては、それぞれの項目の前に、

勘定が元帳でみられるところのページ数が示さ
れる。

ｄ）各々の債務者の項目の額を貨幣の種類および
支払期日を添えて元帳の勘定へ記入する。
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ｅ）上記と同様に債権者について記入する。
15　財産目録の項目が仕訳帳において複数の交換

価値で表示されるならば、元帳においても同様に
表示される。

16　財産目録の記録は、まず、新規事業で新しい
帳簿が開始される時にのみ作成される。さらに、
事業がすでに設置されており、そのために、帳簿
が付けられるならば、改めて、取り上げられる財
産目録では、この事業の帳簿より作成される。し
たがって、継続事業では、決算に際して、最終的
に財産目録に基づいて貸借平均表が作成される
が、この平均表が次期において開始時の期首勘定
在高の基礎となるとするものである。

Ⅴ　開始財産目録と開始仕訳の事例

ａ）開始財産目録の事例
開 始 財 産 目 録 の 事 例 は ゲ ア ハ ル ト（M. N. B. 

Gerhardt）の論述にしたがっている。
ゲアハルトの財産明細表（財産目録）の構成は下

記の「図表－８」の通りである３）；

ブーゼはこの構成にしたがって、具体的な事例を
示している。ここでは、単なる項目の羅列ではな
く、次に、仕訳可能な積極・消極の財産および資本
金の区分とそれぞれの項目と内容を示している。そ
れは下記の「図表－９」の財産明細表でみられる

（S.276~280）：

３）百瀬房德、ゲアハルト（２）, s.1~5.

消極負債
１　現　　金
２　不動産、建物、庭園、土地等
３　事業用および家計用動産および備品
４　商　　品
５　積 極 負 債
消極財産
１　消 極 負 債
資本金
１　元 入 資 本 金
２　資 本 金 の 増 減

ゲアハルトの財産明細表

Vermögens=Verzeichneß

図表－８

図表－９
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Ⅵ　開始仕訳の事例

ブーゼは財産目録を基礎として複式簿記では仕訳
を通じて諸勘定へ転記する。それにつづいて、さら
に、取引記録（日記帳）が仕訳帳を通じて諸勘定へ
と転記されてゆく。このように、財産目録にもとづ
いて仕訳する方法は商業帳簿を会計期間ごとに作成
するというドイツでの簿記の特徴を示すものであ
る。したがって、ドイツでは「会計期間ごとの商業

帳簿の完結」と称される。ここからみられるのは、
仕訳帳における合計の貸借の一致、勘定における合
計の貸借の一致、および仕訳帳の合計と勘定の合計
の一致という「一致の原則」が基底となっていると
いうことである。その意味で、この一致の原則を貫
徹させるのに重要な役割を果たすのが「開始仕訳」
である。その開始仕訳の事例をブーゼは下記の「図
表－10」に示している（S.283~285）；　　　　　　　　　　　　　　　　



－ 40 －

開始仕訳帳図表－10
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Ⅶ　元帳における特徴のある勘定

勘定は仕訳帳においても元帳においても共通して
おり、勘定自体は取引を反映している。その際、勘
定は、簿記では、取引の最小単位である。ブーゼの
簿記は開始仕訳を資本金を基礎として展開してい
る。それにつづいて、取引を反映する諸勘定には、
現金、商品在高帳（Waaren Scontro、勘定形式で
示している）、債務者および債権者等がみられる。

これらの勘定には、複数の対象があるならば、商品
在高帳の様な形式がみられる。

（１）資本金勘定
資本金勘定を相手勘定として仕訳を開始すること

から、資本金勘定は下記のごとく開始される。その
帰結として、借方と貸方の差額が資本金勘定の在高
を示す。開始仕訳の事例にしたがって資本金勘定を
示すと下記の「図表－11」通りとなる（s.288/289）；

資本金勘定

図表－11
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Ⅷ　事業にかかわる資本金の処理

一方で、単式簿記（簡略化された複式簿記）で
は、財産目録の内容は、直接にか、または財産目録
で分類された個々の項目の助けを借りてか、元帳の
諸勘定へもたらされる。他方で、複式簿記では、財

産目録の内容が、仕訳帳を通して、元帳の諸勘定へ
もたらされる。この仕訳帳では、資本金勘定を相手
勘定として仕訳されるので、貸借平均勘定（Bilanz- 
Conto）では貸借が逆となる。それを示すと下記の

「図表－12」となる（s.290/291）；

図表－12
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事業に複数の資本主が参加するとき、資本主ごと
に分離して表示される。加えて、この資本主は私的
に同じ事業を営むことが認められている。競合避止
義務はなかったのである。それ故、事業用とは分離
する必要がある。この分離すべき私的財産（Privat-
Vermögen）は、事業のための商業帳簿ではなく、

特別の秘密帳（Geheimbuch）で示される。それ故、
資本主ごとの特別の私的な財産目録を必要とする。
ブーゼでは、個人と私的な事業と取引する部分につ
いては見られない。出資する各々の出資対象と資本
について、資本金勘定を相手勘定によって示すと

「図表－13」の通りである（s.293/294）；
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財産目録図表－13
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仕訳にもとづいてTitiusとSemproniusの資本金を
中心とし、相手勘定を示す形式で財産目録の要約を

示すと「図表－14」となる（s.295/296）；

個別開始仕訳図表－14
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Ⅸ　結語

ブーゼの著作は、簿記会計の基礎をゲアハルトの
簿記においている。したがって、この論文で示され
ている図表および文言はゲアハルトで見られるそれ
である。

加えて、当著作では、ベルリンでプロイセン一般
国法に従って広く理解されている簿記・会計の思考
をまとめている。ここでみられるのは、ドイツでは
オランダ、フランス等の複式簿記を基礎とする「大
陸法」が摂取されていたが、18世紀に至って、英
国との通商のなかで、「英国法」を摂取した。この
過程で両者の混合した状況が生まれた。前者は簿記
の記録の中核をなす商業帳簿について「会計期間ご
との商業帳簿の完結」を基底として摂取する。それ
に対して、後者は、「会計期間を超えた商業帳簿の
継続」を基底とした取扱をしている。これに関連し
て、前者では、「会計期間ごとの商業帳簿の完結」
を基本とするところの開始財産目録、これにもとづ
く開始仕訳に関連した要約およびその開始仕訳を必
要とする。後者は、特に、元帳の締切に特徴があ
る。各勘定は、決算に際して、その残高について、

「次期繰越」として貸借平均し締切り、同時にその
締切後の下の反対側に「前期繰越」と記入して取引
記録を開始する。それ故、この締切の方法からして

「会計期間を越えた商業帳簿の継続」と特徴付けら
れる。簿記そのものの内では、残高勘定を作成する
ことはできない。それを作成するには他からの要請

を必要とする。したがって、ブーゼのように決算仕
訳を必要としない。

ブーゼの開始財産目録およびその要約、そして、
それに基づく開始仕訳は継続事業におけるものであ
る。したがって、この事業においては、決算に際し
て、財産目録に基づいて貸借平均表が作成される
が、この平均表こそが次期において期首の期首勘定
在高の基礎となるのである。ブーゼの開始財産目録
およびその要約、そして開始仕訳は、省略すること
なく、このようなプロセスにそったものである。こ
のプロセスは、加えて、プロイセン一般国法にも適
合したものである。
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